
中間評価時
○年度

目標最終年度
○年度

目標値

約560億円

総予算額
（平成１３～２７年度）

約926億円

平成25年度
執行額

121.2億円

平成26年度
執行額

66.3億円

平成30年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

事業概要

平成20,23,27年度

平成21年度
執行額

6.9億円

　　　　　　研究開発事業に係る技術評価書（中間評価） （経済産業省）

事業名 メタンハイドレート開発促進事業 推進課室名 資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天然ガス課

中間評価時期

事業開始年度 主管課室名 資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天然ガス課

事業の目的
日本周辺海域に相当量の賦存が期待されるメタンハイドレートを将来のエネルギー資源として利用可能にするため、世界に先駆けて商業
的産出のために必要な技術整備を行う。

平成13年度
事業終了

（予定）年度

終了時評価時期 平成31年度

別紙記載のとおり。

事業実施主体
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構

国立研究開発法人産業技術総合研究所

平成24年度
執行額

79.6億円

平成22年度
執行額

平成23年度
執行額

22.1億円 38.9億円

総執行額
（平成１３～２６年度）

事業所管部局（推進課、主管課）による自己点検・改善状況

項　　目 評 価 評価に関する説明

国
費
投
入

の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

目標最終年度
○年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

事業終了時
○年度

指標値
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標 単位
中間評価時

　○年度

活動実績

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

中間評価時
○年度

成果指標 単位

成果指標 単位
外部有識者による年度毎の事業進捗状況の確認（25年
度事業から実施）において、5段階中の3点以上を獲得

すること。
また、商業的産出に向けた技術整備としての以下の目

標。
　①数ヶ月以上のガス生産実験の実施

　②商業化の判断が可能なガス生産量の確保。

目標値

成果実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位
中間評価時

　○年度
事業終了時

○年度

本事業の成果による論文発表数

指標値 本

成果実績

活動実績 本

メタンハイドレートは将来の国産資源として、我が国の
長期エネルギーの安定供給に資することが期待されて
おり、国民や社会のニーズを的確に反映している。
本事業では、世界に先駆けて非在来型化石燃料である
メタンハイドレートの商業的産出のための中長期かつ総
合的な技術開発等を行っている。しかし現段階では開
発手法の確立には至っておらず、参入リスクの観点か
ら民間企業だけに技術開発の役割を委ねることは困難
である。
メタンハイドレートからのガス生産の手法を確立する上
で、本研究開発は必要かつ適切である。また、エネル
ギー自給率の向上を図るための事業であり、優先度は
高い。

本事業は複数年度に亘る事業の継続を通じて単一の
成果を求める必要があるため、外部有識者による第三
者委員会から随意契約は妥当との判断を得ている。

本事業は、我が国のエネルギーの安定供給の実現を図
ろうとするものであり、受益者は国民であることから、国
が委託事業として実施することが妥当である。

入札、相見積もり等を実施しコスト削減に努めており、
単位当たりのコストは妥当である。

○

中間段階での支出について、必要最小限度かつ不可欠
の支出に抑えている。

真に必要となるもののみに限定している。

平成25～26年度予算では、当初、第二回目の海洋産出
試験の準備を行う予定としていたが、第１回海洋産出試
験で発生した出砂等のトラブルに対する詳細な分析・解
析作業と、解決手法の検討作業を優先して実施する必
要が生じ、所要額の差額分が不用として発生したもの。

海洋産出試験の現場における管理体制・指揮命令系統
をより強化・明確化した効率的な試験実施計画を策定し
ている。



事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

所管府省・部局名 事業番号

資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天
然ガス課

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

メタンハイドレート開発促進事業費補助金

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

※この欄は、評価ＷＧ指摘を踏まえ、各原課において記載。

点
検
・
改
善
結
果

改善の
方向性

外部有識者により組織された「メタンハイドレート開発実施検討会」（座長：佐藤光三東京大学大学院教授）において、本事業の進捗等につ
いて評価を受けることにより、適切な予算執行とその有効性を確保する。

関
連
事
業

点検結果

外部有識者（産業構造審議会評価ＷＧ）の所見を踏まえた改善点等　【事前評価】

我が国は石油・天然ガスの9割以上を海外からの輸入に依存しており、我が国周辺海域に相当量賦存していると考えられるメタンハイド
レートは、国内エネルギー資源の供給源として極めてインパクトが大きい。メタンハイドレートの生産技術の確立及び実用化・商業化を目
指した本事業は、我が国における安定したエネルギー資源の確保という観点から広く国民のニーズがあり、また、民間等での実施が極め

本事業では、砂層型メタンハイドレートについては商業
化の実現に向けた技術の整備を行うとともに、表層型メ
タンハイドレートについては未調査地域において資源量
を把握を行う事業であり、表層型メタンハイドレートにつ
いて既に調査を行った海域において追加調査を実施す
るメタンハイドレート開発促進事業費補助金とは役割が
異なる。

外部有識者（産業構造審議会評価ＷＧ）の所見　【事前評価】

外部有識者（産業構造審議会評価ＷＧ）の所見　【中間評価】

※この欄は、「評価ＷＧ指摘」を転記。

外部有識者（産業構造審議会評価ＷＧ）の所見を踏まえた改善点等　【中間評価】

砂層型、表層型ともに、論文発表、多数の聴衆を対象と
した研究成果報告会などを通じて対外的な情報提供を
積極的に実施しており、見込み以上の活動実績であ
る
実験装置や実験データ等の成果物は継続的に事業に
供されているとともに、民間企業や大学等の研究機関
に共有されている。

○

平成24年度には砂層型メタンハイドレートについて世界
初の海洋産出試験を実施し、現在、次回試験に向けた
準備に取り組んでいる。平成25年度に開始した表層型
メタンハイドレートの調査においては多数のガスチム
ニー構造の確認や地質サンプルを取得するなど資源量
の把握のための情報を蓄積している。いずれも、成果
目標に見合ったものである。

本研究開発は日本がフロントランナーであることから、
他の手段・実施方法以外に、効果的あるいは低コストで
実施することは考えられない。


